■資料－６　　コーディネーター・アドバイザーの区分と事例
	分野
	
	概　要
	事　例
	備　考

	技術・経営支援


	公設試験研究機関主導型

	大学や公設試験研究機関の研究シーズと、民間企業のニーズを結びつけるため、コーディネーターを配置
	独法
独法
愛知県
	○（独）科学技術振興機構JSTイノベーションプラザ東海　科学技術コーディネーター
大学や企業等の研究家威圧情報を収集し産学官の試験研究をコーディネィート
○産業技術総合研究所　中部センター　産学官連携コーディネーター
企業や大学と産総研との連携プロジェクトの企画・調整・立案、企業等のニーズと産総研の保有技術のマッチング
○愛知県産業技術研究所・愛知県知的所有権センター　特許流通アドバイザー
大企業・研究機関などの保有特許のなかから活用可能なものを調査
	

	
	中小企業支援型

	主に中小企業向けに、経営相談を実施し、必要に応じてアドバイザー等を派遣。

	県

会議所

	○あいち産業支援機構　経営相談
経営・金融、技術、ＩＴ等の５名マネージャーによる相談
○名古屋市商工会議所ほか　地域力連携拠点事業　応援コーディネーター
　　中小企業の経営課題（経営力向上、事業継承、農商工連携等）に対し、各種経営支援を実施。
	

	
	クラスター型

	新事業創出を支援するために、大学や公設試験研究機関等が企業へのアドバイスを実施

	会議所他

	○尾張東濃ものづくり産学官ネットワーク 新事業創出支援事業等

　　中部大学、名古屋工業大学を中心に、５名のコーディネーターによる企業の事業評価・相談を実施。
	

	企業誘致
	土地情報型


	コーディネーターとして登録された宅建事業者等に、行政に寄せられた企業進出情報（匿名）を提供。一方、コーディネーターは手持物件から進出可能な工場跡地等の案件を提供。両社の情報をマッチングさせることで企業進出を促す。
	市町村

	○相模原市　企業立地コーディネーター
　　宅建業者、ゼネコン等の民間企業約30社が登録。
	

	
	企業情報型


	企業の投資動向の入手、他の都市圏企業の投資・発注情報の入手、用地セールスの調整を図るために、内外の企業（OB含む）にコーディネーターを委嘱。
	都道府県

	○北海道　企業立地・取引支援コーディネーター
　　中部圏の大手メーカーのOB２名を配置し、投資・発注情報の収集・提供を依頼

○愛知県　次世代産業立地アドバイザー
成長分野企業の立地促進を図るため、民間実務者にアドバイス・情報提供等の支援を依頼
	

	商業活性化
	事務局強化型

	商店街振興組合等の事務局機能の支援に対してアドバイザー派遣を実施

	国
	○中小基盤整備機構　商店街事務局強化アドバイザー派遣事業
　　企画、マネジメント、財務、労務、税務等を専門とする登録アドバイザーを派遣
	

	
	計画策定支援型

	商店街が自ら作成する活性化計画の立案に対してアドバイザー派遣を実施
	国

市町村
	○中小基盤整備機構　商業活性化アドバイザー派遣制度

　　商店街の活性化のための計画策定等を支援するため、中小企業診断士、建築士等の登録アドバイザーを派遣

○豊田市　商業アドバイザー派遣事業
　　WSへの組合員全員参加のもと活性化計画の策定を行う商店街に対して補助（100万円）の他、アドバイザーの派遣を行う。
	愛知県が実施していたタウンコーディネーター配置事業は、平成20年にて終了。
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